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■基本的な考え方について 

○ 情報通信市場は、技術のイノベーションが非常に早く、移動通信の高速ブロードバンド化の進展、ＦＭ

Ｃ市場の拡大、グローバルプレイヤーによる端末とアプリケーションサービスの一体提供等により、市

場環境・競争環境の急激なパラダイムシフトが進んでいます。 

○ その中で、音声通信サービスを取り巻く環境は、携帯電話ユーザの拡大（約１.５億ユーザ）に加え、Ｌ

ＩＮＥ等による音声アプリケーションやコミュニケーションサービスの提供等により、コミュニケー

ションの手段が多様化しており、サービス提供事業者がＮＴＴのみであった電話時代から大きく変わっ

てきています。 

○ 現に、長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式が導入された平成１２年度に約７０億時間だった音声通信サービ

スの総トラヒックは約５０％も減少し、特に、固定電話（ＰＳＴＮ）に係るトラヒックについては、約

６０億時間だったものが７５％以上も減少し、そのうちのＮＴＴ東西の通話料収入だけでみれば、平成

１２年度から平成２５年度に▲９０％以上（▲約１兆円）と著しく減少しております。 

 今後も、ＰＳＴＮに係る市場規模はますます縮小し、ＰＳＴＮの接続料水準が情報通信市場全体に与え

る影響や重要性は一層小さくなっていくものと想定されることから、当社としては、ＰＳＴＮの接続料

規制を撤廃していただきたいと考えます。 

○ 仮に、ＰＳＴＮの接続料に対する規制を継続するとしても、ＬＲＩＣ方式の前提である｢高度で新しい電

気通信技術の導入によって、電気通信役務の提供の効率化が相当程度図られる｣状況にはもはやないこと

から、ＬＲＩＣ方式をＰＳＴＮの接続料算定に用いることは不適切であると考えます。 

（参考1、2参照） 
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（前頁からの続き） 

○ そのため、仮に接続料規制が撤廃されない場合には、適切なコスト回収・原価算定が図れるよう、ＬＲＩ

Ｃ方式から実際費用方式(実績原価)への見直しを行っていただきたいと考えます。 

 

 

 

■個別の検討事項について 
 １．平成２８年度以降の接続料算定方式について  
  ①長期増分費用方式の適用について   

○ 接続料算定方式については、ＬＲＩＣ方式をＰＳＴＮの接続料算定に用いることは不適切であり、適切な

コスト回収・原価算定が図れるよう、ＬＲＩＣ方式から実際費用方式(実績原価)への見直しを行っていた

だきたいと考えます。 

○効率性については、当社としてはこれまで、大規模な経営効率化（構造改革等）を推進し、ＯＳ会社化に

よる賃金水準の大幅な切り下げ、希望退職の実施、新規採用の凍結、年金の給付水準の引き下げ、物件費

の効率化等、あらゆるコスト削減に取り組んできたところです。 

 とりわけ、接続料の対象となる管理部門コストについては、固定電話網の新規投資の原則停止、１１３受

付業務の集約、相互接続業務の集約等の施策によりコスト削減に取り組み、ＬＲＩＣ導入当初の平成１２

年度において約１．３兆円であったコストを、平成２５年度においては▲約８割減の約３，２００億円に

まで削減してきており、効率的な事業運営を実施してきていると考えております。 

ＬＲＩＣ費用については、平成２５年度には実際費用を約５００億円下回っている状況において、

当社としては引き続きコスト削減に努めていくものの、需要が大きく縮減する状況にある中、到底、

このような大きな差分を更なるコスト削減努力により解消できるものではありません。 



4 

  ②長期増分費用方式の適用に当たって用いるモデルについて   

○ＰＳＴＮ接続料の算定にＰＳＴＮとは装置やネットワーク構成が全く異なるＩＰ網を前提としたモデル

を適用することは、原価に対して適正な接続料とはなりえず、不適切であると考えます。 

○また、今回「長期増分費用モデル研究会」において検討されたＩＰ－ＬＲＩＣモデルについては、以下

のとおり、平成２８年度時点にＰＳＴＮを用いて提供されていると見込まれるサービス・機能を実現可

能なモデルになっていない等の課題があるため、接続料算定に用いることは不適切であると考えます。 

・ 緊急通報及び公衆電話に係る一部の機能（緊急通報における二重故障時の迂回接続対応機能、公衆電

話における課金信号の伝送機能等）について、ＩＰ網での実現方式が定まっていないため、その具備

に係るコストが織り込まれていないこと 

 ・モデルに採用されている装置では、ＦＲＴに収容されたユーザを物理的に収容できないこと 

○さらに、０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話相当の音声品質が確保できないモデルや、現に提供しているアンバンド

ル機能が提供できないモデルは採り得ないと考えます。 



5 

  ③ＮＧＮ接続料との関係について   

○ＰＳＴＮからＩＰ網への移行の進展により、接続事業者が当社に支払う接続料について、ＰＳＴＮに係

るものが減少し、ＩＰ電話に係るもの（ＮＧＮ接続料）が徐々に増加していることを踏まえると、ＩＰ

網への移行の進展状況を踏まえた対応の必要性を検討するにあたっては、ＰＳＴＮに係る接続料支払額

だけに着目するのではなく、ＰＳＴＮとＩＰ電話トータルでの接続料支払額の推移にも着目すべきと考

えます。 

 その点、ＮＧＮ接続料の水準は低廉化してきており、ここ数年は、接続事業者のトータルでの接続料支

払額は減少する傾向にあります。また今後も、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行の進展に伴い、安価なＮＧ

Ｎ接続料のウエイトが大きくなることが見込まれ、接続事業者の接続料支払額は更に低減していくもの

と考えられます。 

 こうしたＩＰ網への移行の進展状況を踏まえると、ＰＳＴＮトラヒックの減少に伴いＰＳＴＮ接続料が

上昇したとしても、更なる措置・対応は不要であると考えます。むしろ、ＰＳＴＮ接続料を意図的に抑

制するために、ＰＳＴＮ接続料とＮＧＮ接続料を加重平均した場合、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行を妨

げることになりかねないと考えます。 

○それでもなお料金政策として、ＰＳＴＮ接続料水準の上昇を抑制する必要があるということであれば、

発信側は着信側がＰＳＴＮなのか、ＩＰ電話なのかを判別できない点に着目し、ＰＳＴＮとＩＰ電話の

合算した原価をＰＳＴＮとＩＰ電話の合算需要で除して算定した接続料（加重平均値）を、双方に適用

することは、ひとつの選択肢として採り得るものと考えます。ただし、その際には、適切なコスト回収

及び原価算定とする観点や、先述のとおり、もはやＬＲＩＣを採用する意義は乏しくなってきているこ

とを踏まえ、双方とも実績原価方式により算定する必要があると考えます。 
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○ ＮＴＳコストのうち、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストについては、平成１９年度に、利用者負担（ユ

ニバーサルサービス料）の抑制を図る観点からユニバーサルサービス基金制度の補填対象額の算定方法

の見直し（ベンチマーク：全国平均⇒全国平均＋２σ）に伴い、接続料の原価に算入するとしたもので

す。従って、今後、ユニバーサルサービス基金制度を見直さない限り、引き続き接続料の原価とせざる

を得ないものと考えます。 

 ２．ＮＴＳコスト（き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト）の扱いについて   

○ 本来、接続料金については、適用年度に要したコストを適切に回収する観点から、適用年度のコスト・

需要を用いて算定すべきであり、接続料の算定に用いる通信量については、現在採用している前年下期

＋当年上期を予測した通信量ではなく、適用年度を予測した通信量を用いることが適当と考えます。 

※ 過去の実績を検証してみると、適用年度の実績通信量との乖離が小さいのは、適用年度を予測した通

信量となっております（▲０．９％～＋０．２％） 

 ３．入力値（通信量等）の扱いについて   

回数 時間 

実績 予測 実績 予測 

乖離 乖離 

適用年度 予測 
＜12ヶ月予測＞ 

42,758 

42,848 ＋0.2％ 

1,308 

1,296 ▲0.9％ 

前年度下期 
 ＋適用年度上期 予測 
＜3ヶ月実績＋9ヶ月予測＞ 

45,730 ＋7.0％ 1,395 6.6％ 

Ｈ25.4 
～Ｈ26.3 

Ｈ25.4 
～Ｈ26.3 

・予測と実績の乖離（Ｈ25年度 ＧＣ経由トラヒック） 
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 ４．東西均一接続料の扱いについて   

○ 従来、固定電話の市内通話については、ユニバーサルサービスとして位置づけられ、全国均一料金で提

供することに対する社会的要請が強かったこと、並びに、東西別接続料金の導入がユーザ料金の東西格

差に波及するおそれがあったことを踏まえ、東西均一接続料金が採用されてきたところです。 

○ その後、固定電話の市内通話は、平成１８年度にユニバーサルサービスの対象から除外され、競争市場

の中でサービス提供を確保する仕組みとなり、制度的にはユーザ料金は市場実勢の中で決定される環境

となっています。 

○ 従って、基本的には東西会社毎のコストに応じた接続料が望ましいと考えますが、接続料金の東西格差

の検討にあたっては、市内通話がユニバーサルサービスの対象サービスであったことを踏まえ、ユーザ

料金の全国均一料金での提供に対する社会的要請に十分配意することが必要であると考えます。 

 ５．新たな算定方式の適用期間について   

○ 本来、実際費用方式に直ちに移行すべきと考えますが、次期見直し後に実績原価方式に移行することを

前提に、当面はＬＲＩＣモデルを適用するとした場合の改良モデルの適用期間については、以下の理由

から、３年以上の長期にすべきと考えます。 

・事業運営の中期的な展望・予見性を確保する観点から算定方法の頻繁な変更は好ましくないこと 

・ＰＳＴＮは当面存続することから、その間３年程度、改良モデルを継続して適用しても問題は生じ

ないこと 
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 ６．その他検討すべき事項   

○ ６次モデルでは、実際のネットワークとＬＲＩＣモデルのネットワークにおいて法定耐用年数を経過し

た設備の割合（償却済み比率）に差異があることに着目して、その差異を解消する補正が織り込まれま

したが、これは、最新の需要に応じた設備を新たに構築し、その投資額を耐用年数で平準化して年間コ

ストを算定するというＬＲＩＣ方式の前提とは相容れないものと考えられることから、当該補正につい

ては、取り止めるべきと考えます。 
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ＮＴＴ東西の通話料収入の推移 

10,261 

915 770 681 
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

ＮＴＴ東西の通話料収入は、市場の縮小や競争の進展等により、ＬＲＩＣ導入時のＨ１２年当時と比べて、

▲９，５８０億円（▲９３％）と、著しく減少。 

※ＮＴＴ東西の市内通話料と市外通話料の合計額 

（億円） 

▲９，５８０億円 
（▲９３％） 

2 

参考2 



0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

実際費用とＬＲＩＣ費用の推移 

第一次モデル 第二次モデル 第三次モデル 第四次モデル 第五次モデル 第六次 
モデル 

▲約1兆円 
（▲約8割減） 

3 

参考3 

※ ＮＴＳコストを含む。 
※（ ）内は、接続料算定に含まないＮＴＳコストを除いた接続料原価ベース。 

（億円） 

実際費用 

ＬＲＩＣ費用 

3,189 
（2,354） 

2,790 
（1,849） 

12,767 

500億円 
の乖離 



ＬＲＩＣ接続料金等の推移 
委員限り
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事業者別の接続料支払額の状況について 

事業者別の接続料支払額（ＬＲＩＣ対象のＧＣ接続・ＩＣ接続及びＮＧＮのＩＧＳ接続）につ

いては、減少傾向にある。 

委員限り 
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事業者別の接続料支払額について 
（ＧＣ接続・ＩＣ接続を実績原価ベースに置き換えた場合の試算） 

事業者別の接続料支払額（ＬＲＩＣ対象のＧＣ接続・ＩＣ接続及びＮＧＮのＩＧＳ接続）は減

少傾向にあるが、ＧＣ接続・ＩＣ接続を実績原価ベースに置き換えた場合でも、接続料支払額

の減少傾向は変わらない。 

委員限り 
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